
                                                          令和６年１１月７日 

関係各位 

                         筑波大学附属桐が丘特別支援学校長 

西 垣 昌 欣 

（公印省略） 

 

教員の公募について(依頼) 

 

このたび当校では、下記のとおり教員を公募いたします。 

 

記 

 

１ 採用職名   教諭 

２ 採用人員   １名 

３ 担当教科等  小学部 全科 

４ 採用予定日  令和７年４月１日  

５ 雇用期間   任期の定めなし（定年：本学規定による）試用期間：１年間 

６ 職務内容   学習指導・生活指導等、特別支援学校の教育活動全般及び校務分掌（管 

理運営等の業務を含む） 

（雇用期間中において、業務内容の変更は原則ありません。） 

７ 応募資格等  

（１）小学校教諭免許状を有すること。又は令和７年３月３１日までに取得見込みであ

ること。 

（２）特別支援学校教諭免許状（肢体不自由）又は養護学校教諭免許状を有することが

望ましい。ただし、いずれの免許状を有しない者は本校就任後３年以内に取得い

ただきます。 

（３）専任教員としての経験があることが望ましい。 

８ 応募書類等  

（１）履歴書（本学 Web サイトから所定の様式をダウンロードし、記入要領に基づき作

成のうえ、印刷して提出すること。） 

URL： https://www.tsukuba.ac.jp/about/jobs-information/ 

（筑波大学→採用情報→履歴書/＊日本語版記入要領参照） 

（２）取得している全ての教員免許状の写し（表裏の写し）又は取得見込証明書 

※教員免許状更新講習修了者（延長、受講免除を含む）は、証明書（写）等を添付

すること 

（３）卒業・修了証明書又は卒業・修了見込み証明書（最終学歴） 

（４）最終学歴の成績証明書（大学院修了者は、大学の成績証明書も併せて提出すること。） 

（５）教育実践、研究業績等の一覧（主な業績の写し、３点以内） 

（６）本職、本校の志望動機と抱負（１２００字程度） 

９ 応募締切日 令和６年１２月２５日（水）必着（持参の場合は同日１７時まで） 

https://www.tsukuba.ac.jp/about/jobs-information/


１０ 選考方法  

第１次選考（書類審査）：１次選考通過者には、電話で面接時間等を連絡します。

また不採用者には郵送にて通知します。いずれも、令和

７年１月６日までに連絡又は通知します。 

第２次選考（面接・口頭試問）：採用者には、電話にて連絡します。また不採用者

には郵送にて通知します。いずれも、１か月以内

に連絡又は通知します。 

１１ 面接日  令和７年１月１１日（土）（応相談） 

１２ 応募書類の提出先  

   〒１７３-００３７東京都板橋区小茂根２-１-１２ 

筑波大学附属桐が丘特別支援学校長 西垣昌欣宛 

「教員応募（小学部）書類在中」と朱書きし、簡易書留で送付のこと。直接持参も可。 

１３ 就業場所   筑波大学附属桐が丘特別支援学校（東京都板橋区小茂根２－１－１２） 

１４ 待遇等     

（１）勤務形態 

①就業時間  ８：３０～１７：００（休憩時間４５分を含む）を基本とし、１年単位の

変形労働時間制を適用 

②休日・休暇 本学規定による 

         休日：日曜日、土曜日、国民の祝日、１２月２９日～１月３日を基本と

するが、学校行事等により一部勤務する可能性がある（勤務割表による） 

         休暇：年次有給休暇、病気休暇、特別休暇 

③時間外労働 あり 

（２）給与等 

  ①給 与  本学規定により決定 

  ②手 当  通勤手当、住居手当、扶養手当(以上、要件を満たす場合)、時間外勤務手

当、賞与等 

  ③退職金  支給あり（６月以上勤務の場合） 

（３）社会保険等 

 文部科学省共済組合（年金、医療）に加入、雇用保険及び労災保険適用あり 

１５ 受動喫煙防止措置  敷地内禁煙  

１６ 応募についての問合せ先  

筑波大学附属桐が丘特別支援学校 副校長 田丸秋穂（電話０３－３９５８－０１８１） 

【備考】 

① 応募書類は、採用選考業務にのみ使用し、その他の目的には一切使用しません。  

また、選考後の応募書類は返却いたしません。本校で適切に廃棄します。 

② 面接時の交通費は支給できませんので、予めご了承ください。 

③ 教育研究等の活性化を図るため、将来、本学の他の附属学校において勤務いただく 

可能性もあります。 

④ 国立大学の法人化に伴い、地方公共団体との退職金の通算制度は廃止されました。

そのため、現職が公立学校等の教員であっても、現機関で退職金を受け取ってから本

校に採用となります。 
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